
近畿中部防衛局達第２８号

装備施設本部及び地方防衛局における中央調達の事務の統一的な処理

に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第７３号）を実施するため、近畿

中部防衛局における中央調達の事務の統一的な処理に関する達を次のよ

うに定める。

平成１９年９月１日

近畿中部防衛局長 増田 慎吾

近畿中部防衛局における中央調達の事務の統一的な処理に関する達

（目的）

第１条 この達は、装備施設本部及び地方防衛局における中央調達の事

務の統一的な処理に関する訓令（以下「中央調達事務訓令」という。）

の規定に基づき、実施に必要な細部事項を定めることを目的とする。

（補助者）

第２条 中央調達事務訓令第２条第１項第２号の近畿中部防衛局長（以

下「局長」という。）が補助者として指名する職員は、次の各号につ

いて、各表のとおりである。

（１）補助者の最上位者

官 職 事 務 の 範 囲

近畿中部防衛局 地方防衛局組織規則（平成19年防衛省令第

調達部長 10号）に定める所掌事務のうち、支出負担

行為担当官及び分任支出負担行為担当官（以

下「担当官等」という。）が行う事務

舞鶴防衛事務所長 地方防衛局の内部組織等に関する訓令（平

成19年防衛省訓令第54号）に定める所掌事

務のうち、担当官等が行う事務

東海防衛支局長 地方防衛局組織規則に定める所掌事務のう

ち、担当官等が行う事務



岐阜防衛事務所長 地方防衛局の内部組織等に関する訓令に定

める所掌事務のうち、担当官等が行う事務

（２）その他の補助者

官 職 事 務 の 範 囲

近畿中部防衛局 地方防衛局組織規則に定める所掌事務のう

調達部次長（装備品 ち、担当官等が行う事務

等に関する事務を担

当する次長）、装備

課長

東海防衛支局

次長（装備品等に関

する事務を担当する

次長）、装備課長

近畿中部防衛局 地方防衛局の内部組織等に関する訓令に定

首席検査官、システ める所掌事務のうち、担当官等が行う事務

ム調整官、装備管理

官、主任原価監査官、

主任検査官、原価監

査官、検査官、保全

専門官、情報セキュ

リティ監査官

舞鶴防衛事務所

主任検査官、原価監

査官、検査官

東海防衛支局

首席検査官、システ

ム調整官、装備管理

官、主任原価監査官、

主任検査官、原価監

査官、検査官、保全

専門官、情報セキュ



リティ監査官

岐阜防衛事務所

次長、システム調整

官、装備管理官、主

任原価監査官、主任

検査官、原価監査官、

検査官、総務係長

（官職指定以外の補助者）

第３条 補助者の最上位者は、官職指定された者以外の者について補助

者とする必要を認めた場合は、その者の官職、氏名及び事務の範囲を、

局長の承認を得て、装備施設本部長に通知するものとする。

２ また、その者を補助者とする必要が無くなった場合は、その者の官

職及び氏名を、局長の承認を得て、装備施設本部長に通知するものと

する。

３ 前２項の通知は、別記第１号様式による。

（局長が委任した職員）

第４条 中央調達事務訓令第４条、第５条及び第６条に規定する局長

が委任した職員（以下「調達部長等」という。）は、次のとおりであ

る。

（１）調達部長

（２）舞鶴防衛事務所長

（３）東海防衛支局長

（４）岐阜防衛事務所長

（近畿中部防衛局管内における調達部長等間の依頼）

第５条 調達部長等は、中央調達事務訓令第３条第１項に掲げる事務の

実施において、対象となる契約相手方等の事業所及び工場等が、他の

調達部長等の管轄区域とされている場合には、必要な書類を添付の上、

当該管轄区域を所掌する調達部長等に依頼するものとする。

２ 前項の依頼を受けた調達部長等は、依頼された事項についての結果

を取りまとめ、依頼元の調達部長等に通知するものとする。

（専決・代決）

第６条 調達部長等は、中央調達に係る事務の実施に関し、必要な場合



にはその事務を処理するため専決及び代決に係る要領を定めることが

できるものとする。

２ 調達部長等は、前項の定めをした場合には、これを局長に報告しな

ければならない。

附則

この達は、平成１９年９月１日から施行する。



（別記）

第１号様式

○○○第○○○号

○○．○○．○○

装備施設本部長 殿

(企画調整課長気付）

近畿中部防衛局長

支出負担行為担当官補助者 氏名・解除 通知

１ 指名又は解除を受ける者の官職

２ 指名又は解除を受ける者の氏名

３ 指名又は解除となった年月日

４ 指名を受ける者の事務の範囲


